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インドネシア環境管理センター（インドネシア環境管理センター（EMCEMC））

1.4 評価の対象

メキシコ環境研究研修センターメキシコ環境研究研修センター
（（CENICACENICA））

1.4 評価の対象

メキシコ環境研究研修センターメキシコ環境研究研修センター
（（CENICACENICA））

1.4 評価の対象

2. 2. プログラム評価の方法論プログラム評価の方法論

（評価フレームの設定）（評価フレームの設定）

現在の援助プログラムおよび現在の援助プログラムおよび
プログラム評価の限界プログラム評価の限界

国別・地域別に重点をおいたプログラム国別・地域別に重点をおいたプログラム

（（『『国別援助計画国別援助計画』』、、『『国別援助評価国別援助評価』』、、ODAODA総合戦略会議）総合戦略会議）

プロジェクトありきのプログラムプロジェクトありきのプログラム

プログラム策定・プログラム評価の共通手法の欠如プログラム策定・プログラム評価の共通手法の欠如

↓↓↓↓↓↓

国別アプローチ国別アプローチ ×× 分野・セクター別アプローチ分野・セクター別アプローチ ⇒⇒ プログラムプログラム

ミクロ（プロジェクト）からミクロ（プロジェクト）からマクロマクロ（プログラム）への（プログラム）への視点の転換視点の転換

プログラム策定・プログラム評価のプログラム策定・プログラム評価の手法開発手法開発

（環境分野における「社会的環境管理能力の形成」分析と他分（環境分野における「社会的環境管理能力の形成」分析と他分
野への応用）野への応用）

2.1 プログラム評価

プログラム評価の重要性プログラム評価の重要性

既存のプロジェクトに対しプログラムを仮想的に設定既存のプロジェクトに対しプログラムを仮想的に設定することで、することで、

-- 途上国の社会に対するインパクト途上国の社会に対するインパクト

-- プロジェクトの横断的評価プロジェクトの横断的評価

が可能となる。が可能となる。

本評価における仮想プログラム本評価における仮想プログラム

環境センター・アプローチ環境センター・アプローチ あるいはあるいは

途上国における社会的環境管理能力の形成に対する環境セ途上国における社会的環境管理能力の形成に対する環境セ
ンターの貢献ンターの貢献

環境センターの時間的経過、各国の状況の差異などを考慮した環境センターの時間的経過、各国の状況の差異などを考慮した
上で、プロジェクト実施の成果をプログラム・レベルで評価した。上で、プロジェクト実施の成果をプログラム・レベルで評価した。

2.1 プログラム評価
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評価クエスチョン評価クエスチョン
メイン・クエスチョン

サブ・クエスチョン

対象国の社会的環境管理システムについて
　　　政府の環境問題処理能力
　　　公共部門・ビジネス部門・NGO等の位置付け
　　　環境ビジネス発展の可能性

・対象国の社会経済的背景・行政構造に適合していたか（環境関連省庁の構成等）。
・カウンターパート機関は政府の中で十分な発言力・実行力をもっていたか。
　（上記2点についてプロジェクト立ち上げ時に十分な基礎調査が行われていたか）
・環境センターアプローチから派生して環境ビジネスが発展したか（しうるか）。
・プロジェクト終了後、複合的な環境管理能力の向上が持続して行われるか。
・対象国における他のドナーの環境プロジェクト（その他関連プロジェクト）を把握
　し、連携させる案件作りが出来ていたか。

環境センターおよび関連するJICA環境協力について
　　　　環境管理能力形成への貢献
　　　　 レッスンの活用

・環境センターアプローチは対象国の環境管理能力の向上に寄与したか。
・対象国における他のJICA環境プロジェクトと有機的に連動できていたか。
・環境センターアプローチは個別プロジェクトまたは他のアプローチより効率的な
　成果をもたらしたか。
　（効率的な成果をもたらしていない場合、何が不足していたか）
・対象国における他のドナーの環境プロジェクト（その他関連プロジェクト）を把握
　し、連携させる案件作りが出来ていたか。

他の援助機関の環境関連プロジェクトについて
　　　国別事業実施計画における環境協力の位置付け
　　　他セクターとの連携

・JICAは環境協力に対して戦略や計画をもっているか。
・JICAの国別事業実施計画における環境協力の位置付けは十分であるか。
・他のセクター援助案件と連携できていたか。
・JICAの環境協力において環境センターアプローチが果たす（果たしうる）役割は
　何か。

環境センター事業実施による相互における国際理解・国際交流
の促進効果等について
　　　日本の環境センターの経験
　　　環境ビジネスの成長

・国立環境研究所・地方自治体の環境研究所・IGESは日本の環境政策に対して
　どのような役割を果たし、どのようなレッスンをもたらしたか。また、日本の環境
　センターの経験がJICAの環境センターアプローチの設計にどの程度貢献したか
　（する可能性があったか）。
・環境センターアプローチは日本の環境ビジネスの成長に寄与したか。
　（環境ビジネスの成長に結びつける要素は何であるか）

　　　　　　　JICAによる環境センタープロジェクトをプログラム・レベルで評価し、関連政策・体系との連携をレビューすることにより、
　　　　　　　より有効なJICAの環境協力のあり方について提言を行う。

2001年度検討会にて作成
2.1 プログラム評価

日本の援助哲学日本の援助哲学

自助努力（自助努力（selfself--helphelp））の支援の支援

＝＝ 途上国の途上国の自立（自律）自立（自律）のための能力形成のための能力形成

援助から協力へ援助から協力へ

垂直協力から水平協力へ垂直協力から水平協力へ

ODA

非ODA、民間協力

社会的能力の形成、経済成長

2.1 プログラム評価

社会的環境管理システム（社会的環境管理システム（SEMSSEMS））
への展開への展開

Capacity 
Development

Sustainable 
Development

CDE

UNCED (1992)人間開発報告
(1990)

社会システムにおけるアクター（主
体）とその相互関係に着目

社会的環境管理システム（SEMS）

(1990’s)

2.2 SEMS

能力開発アプローチの展開能力開発アプローチの展開

官民両セクター間の連携およびそのための長期的政策官民両セクター間の連携およびそのための長期的政策
への支援への支援

プロジェクト支援からプログラム支援への移行プロジェクト支援からプログラム支援への移行

制度開発制度開発

Institutional Institutional 
Development Development 

19801980‘‘s s 

長期の自生的な構造の形成長期の自生的な構造の形成

組織間の関係、政策環境および政策環境と組織の関組織間の関係、政策環境および政策環境と組織の関
連に対する介入連に対する介入

能力開発能力開発

Capacity Capacity 
Development Development 

19901990‘‘ss

既存組織の実施能力の強化既存組織の実施能力の強化制度強化制度強化

Institutional Institutional 
Strengthening Strengthening 

19601960--
7070‘‘ss

公共部門の個々の組織の能力強化公共部門の個々の組織の能力強化制度構築制度構築
Institutional BuildingInstitutional Building

19501950--
6060‘‘ss

特徴特徴アプローチアプローチ

出所：松岡・本田（2002）

原出所：OECD (1999)

2.2 SEMS

環境管理能力の向上環境管理能力の向上
Capacity Development in Environment (CDE)Capacity Development in Environment (CDE)

環境管理能力（環境管理能力（Capacity in EnvironmentCapacity in Environment）とは）とは
個人、集団、機関、制度が、与えられた状況におい個人、集団、機関、制度が、与えられた状況におい

て持続可能な発展を成し遂げるために必要な努力て持続可能な発展を成し遂げるために必要な努力
の一部として環境問題に取り組む能力の一部として環境問題に取り組む能力

環境管理能力の向上（環境管理能力の向上（CDE)CDE)とはとは
環境管理能力および適切な制度構造が強化・改善環境管理能力および適切な制度構造が強化・改善
されていくプロセスされていくプロセス

(OECD 1999)(OECD 1999)

2.2 SEMS

CDECDEの到達点と限界の到達点と限界

-- 能力開発と環境問題、持続可能な開発との融合能力開発と環境問題、持続可能な開発との融合

-- 概念の定義が明確でない概念の定義が明確でない

-- 評価指標の開発が十分でない評価指標の開発が十分でない

環境管理能力の向上（環境管理能力の向上（CDECDE）の変遷）の変遷

2.2 SEMS

““Donor Support for Institutional Capacity Development in Donor Support for Institutional Capacity Development in 
Environment: Lessons LearnedEnvironment: Lessons Learned”” (OECD)(OECD)

19991999

““Donor Assistance to Capacity Development in EnvironmentDonor Assistance to Capacity Development in Environment””
(OECD)(OECD)

19951995
国際国際CDECDEワークショップワークショップ19931993

国連環境開発会議（国連環境開発会議（UNCEDUNCED））
環境管理能力に関するタスクフォース環境管理能力に関するタスクフォース (OECD)(OECD)

19921992
開発援助と環境に関する作業部会開発援助と環境に関する作業部会 (OECD)(OECD)19891989
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社会的環境管理システム社会的環境管理システム
（（Social Environmental Management System; Social Environmental Management System; 

SEMS)SEMS)
政府政府（（governmentgovernment）・）・企業企業（（firmsfirms）・）・市民市民（（citizenscitizens）の）の33つのアクター（主つのアクター（主
体）およびアクター間の相互関係からなる、環境問題に対処するための体）およびアクター間の相互関係からなる、環境問題に対処するための
社会全体としてのシステム社会全体としてのシステム

 

   

 

国家レベル   

地方レベル   

行政部門 

民間部門（営利）   

民間部門（非営利） 

政府 

  
企業 

市民

国家（地方）制度（立法・行政・司法） 
法制度（行政法、環境法） 
規制実施制度（規制基準、監視、罰則実施） 
公共財政制度（財政の分配、使途） 
情報管理制度（情報伝達、情報・技術 
の共有化） 

法制度（企業法、環境法） 
規制遵守制度（排出削減、技術開発） 
市場制度（環境ビジネス、顧客説明責任） 
企業内管理制度（排出削減、技術開発、 
汚染削減の効率化、競争力の強化） 

情報管理制度（情報伝達、情報・技術 
の共有化、情報ビジネス） 

監視制度（規制基準、規制実施、企業に 
よる規制遵守） 

市民参加制度（Advocacy planning） 
コモンズ（自然資源の共同利用） 

環境省の地位、組織力環境省の地位、組織力(3) (3) 組織組織

職員数、職員のレベル、職員の配置職員数、職員のレベル、職員の配置(2) (2) 人材人材

環境基本法、大気汚染防止法等の整備環境基本法、大気汚染防止法等の整備(1) (1) 法・政策法・政策

モニタリングモニタリング (M)(M)
||

分析・評価分析・評価 (A&E)(A&E)
||

対策立案対策立案 (P(P--M)M)
||

対策実行対策実行 (P(P--I)I) モニタリング・分析技術、情報の収集・整モニタリング・分析技術、情報の収集・整
理・蓄積・活用、政策分析理・蓄積・活用、政策分析

(6) (6) 情報、知識、技術情報、知識、技術

モニタリング施設、情報ネットワークモニタリング施設、情報ネットワーク(5) (5) インフラインフラ

環境省予算環境省予算(4) (4) 資金資金

指標例指標例要素（要素（F)F)プロセス（プロセス（PP））

大学、大学、NGONGO、メディア、組織のパフォー、メディア、組織のパフォー
マンスマンス

(3)(3)

教育教育(2)(2)

規律、コモンズ管理規律、コモンズ管理(1)(1)

MM
||

A & EA & E
||

PP--MM
||

PP--II

モニタリングデータの分析、政策分析モニタリングデータの分析、政策分析(6)(6)

技術・情報インフラの整備技術・情報インフラの整備(5)(5)

予算予算(4)(4)

指標例指標例FFPP

自己モニタリング、報告書の作成、環境部自己モニタリング、報告書の作成、環境部
署の設置、組織のパフォーマンス署の設置、組織のパフォーマンス

(3)(3)

教育、研修教育、研修(2)(2)

規律、業界憲章規律、業界憲章(1)(1)
MM
||

A & EA & E
||

PP--MM
||

PP--II

モニタリング、データの分析、ビジネス戦略モニタリング、データの分析、ビジネス戦略(6)(6)

技術・情報インフラの整備技術・情報インフラの整備(5)(5)

投資投資(4)(4)

指標例指標例FFPP

情報へのアクセス
公害苦情件数
メディア
デモ
訴訟
政府との交渉、ロビー活動
政策提言

情報開示
市民に開かれたシステム
環境教育
政策の優先順位付け

規制の実施
補助金
環境税
政策の優先順位付け

規制の遵守
R & D
政府との交渉、ロビー活動
訴訟

情報へのアクセス
訴訟、苦情
メディア
グリーン購入
調査、研究

情報開示
エコラベル
R & D

市民 企業

政府
社会的環境管理能力の評価指標群

背景指標
<経済>  一人当りGDP、GDP成長率、産業構造
<社会> 人口,人口増加率
<環境> 環境レベル、エネルギー転換

中央－地方の関係
地方分権化

（予算、政策決定、政策の実施）
環境管理におけるイニシアティヴ

社会的環境管理能力形成の社会的環境管理能力形成の33ステージステージ

 
システム形成期 

(System-making stage) 
本格的稼動期 

(System-working stage) 
自律期 

(Self-management stage) 

定義 
社会的環境管理システムの行政制度を中心

とした基盤が形成される段階 

システム形成期で整備されたシステムを

活用することにより、汚染対策が有効に実

施され、汚染の増加傾向が減少し、やがて

環境改善が観察される段階 

他国の援助によらなくとも、自国の技術・

人材を活用し、企業・市民において自発的

な環境管理行動が積極的に行われ、政府・

市場・市民間のインタラクティヴな関係に

より環境管理が効率的に実施される段階

主要な環境問題 貧困関連型、工業型汚染 工業型汚染 消費拡大型 

工業型汚染の展開 悪化 
改善方向への転換点（環境クズネッツ曲線

の頂点）を迎える 
改善 

3アクターの役割 
・政府（システム基盤整備） 
・企業（汚染抑制に向けた調整） 
・市民（政府、企業への圧力、研究協力） 

・政府（規制実施） 
・企業（汚染抑制） 
・市民（政府、企業への圧力、研究協力） 

・政府（総合的な政策の提示、 
・企業（ボランタリー・アプローチ） 
・市民（ボランタリー・アプローチ） 

アクター間の関係 
・政府－企業 
・政府－市民 

・政府－企業 
・政府－市民 
・企業－市民（政府を仲介役として） 

・企業－市民 
・政府－企業 
・政府－市民 

ベンチマーク 
（必須） 

・環境法、 
・環境行政組織、 
・環境情報（モニタリング・データ等の収

集、整備、活用） 

・規制実施 
・汚染の改善方向への転換 

<第 1フェーズ>（途上国の場合） 
・ODA卒業 
<第 2フェーズ> 
・総合的な環境管理 

ベンチマーク 
（重要） 

・政府－企業、政府－市民間の交渉 
・メディア 

・企業－市民間の交渉、調整、協力 
企業、市民によるボランタリー・アプロー

チ（環境会計、環境報告書、グリーン消費、

アドボカシー・プランニング） 
 

2.2 SEMS

ステージの展開と環境クズネッツ曲線ステージの展開と環境クズネッツ曲線

工業型大気汚染（工業型大気汚染（SOxSOx、、PMPM1010など）の排出量の変化など）の排出量の変化

システム形成期

本格的稼動期

自律期

本格的稼動期に
環境クズネッツ曲線の
頂点（turning point)を
迎える。

2.2 SEMS

SEMSSEMSと環境センター（中国）と環境センター（中国）

2.2 SEMS

政府

企業市民

環保センター国家レベル

地方レベル

1人当りGDP
もしくは年

第6次五カ年計画 (1981)
環境保護法（試行） (1979)

環境保護法 (1989)
第9次五カ年計画 (1996)

第10次五カ年計画 (2001)

↑プロジェクト合意(1988)
↑フェーズⅠ (1992-1996)

↑フェーズⅡ (1996-2001)
↑フェーズⅢ (2002-2006)

日中友好環境保全センター

自律期へ本格的稼動期システム形成期
社会的環境
管理能力指標

評価の方法評価の方法
（評価フレーム）（評価フレーム）

社会的環境管理能力の形成過程社会的環境管理能力の形成過程

DAC5DAC5項目項目

⇒⇒ 22軸による評価マトリックスを作成し、評価項目を設定軸による評価マトリックスを作成し、評価項目を設定

＜評価の視点＞＜評価の視点＞

社会的環境管理能力の形成社会的環境管理能力の形成

能力形成への環境センター他環境協力のインパクト能力形成への環境センター他環境協力のインパクト

プロジェクト実施による両国間の相互作用プロジェクト実施による両国間の相互作用

2.3 方法論



•添付資料2 国内評価セミナー報告資料

環境センター・アプローチ評価の仮説環境センター・アプローチ評価の仮説

環境センター・アプローチはプロジェクトとして、対象国が環境センター・アプローチはプロジェクトとして、対象国が
社会的環境管理システムの形成期から本格的稼動期社会的環境管理システムの形成期から本格的稼動期
にさしかかる時期、つまりシステム形成期の最終局面ににさしかかる時期、つまりシステム形成期の最終局面に
実施することにより、最も効果的かつ効率的に能力形実施することにより、最も効果的かつ効率的に能力形
成に対し貢献することができる。成に対し貢献することができる。

社会的環境管理能力の形成への環境センターの貢献社会的環境管理能力の形成への環境センターの貢献
の度合いは、物的・人的投入のみならず、プロジェクトの度合いは、物的・人的投入のみならず、プロジェクト
形成において環境センターに与えられる機能スコープとも形成において環境センターに与えられる機能スコープとも
比例の関係にある。比例の関係にある。
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環境センター・プロジェクトの環境センター・プロジェクトの
entry/exit pointsentry/exit points

プロジェクトのプロジェクトのentry/exit pointsentry/exit pointsにより、環境センター・アプローチのにより、環境センター・アプローチの

妥当性を評価する。妥当性を評価する。

環境センター・プロジェクトのexit point

本格的稼動期へ

最終局面

入り口 環境情報 汚染改善

環境行政組織

環境法

システム形成期 本格的稼動期 自律期

環境センター・プロジェクトのentry point

総合的な環境管理

2.3 方法論

社会的環境管理システムにもとづく社会的環境管理システムにもとづく
評価の視点評価の視点

途上国分析
(社会的環境管理能力の評価)

- 援助の受入体制
- 社会経済的・技術的背景

日本国内援助供給システム評価
- ニーズの把握と計画
- 援助アクターの連携
- 専門家リソースの確保

途上国

日本

外務省 専門家
関連省庁 JICA

企業 市民

窓口省庁（外務省） 企業 市民
実施ｶｳﾝﾀｰﾊﾟｰﾄ省庁 関連省庁

ｶｳﾝﾀｰﾊﾟｰﾄ

援助
投入

環境センター 環境センター・アプローチ評価
途上国の社会的環境管理能力の向

上に寄与したか
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DAC5DAC5項目にもとづく評価項目にもとづく評価

OECDOECD--DAC5DAC5評価基準評価基準

目標達成度（有効性）目標達成度（有効性）

インパクトインパクト

持続性持続性

効率性効率性

妥当性妥当性

-- プログラム評価に合わせて適宜用いる。プログラム評価に合わせて適宜用いる。

-- インパクト、持続性を特に重点的に評価する。インパクト、持続性を特に重点的に評価する。
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評価マトリックス評価マトリックス
目標達成度
（有効性）

インパクト 持続性 効率性 妥当性

・SCEM形成・向上への貢献 ・SCEM形成における環境セン
ターの役割と貢献

・SCEM向上度/プロジェクト投
入比
・他の援助形態との効率性比較
・民間活用

・「環境センター」
・計画、意思決定
・プロジェクトのタイミング
（SCEMの発展段階）
・クリティカル・ミニマム

政府
・環境行政能
力の向上

・他行政への影響
・行政能力全般の向上

・新たな問題への対応能力
・環境行政能力形成・向上の効
率性

・受入能力

企業 ・企業の環境管理の促進 ・環境管理へのインセンティヴ
・企業の環境管理の促進の効率
性

・産業界（の成熟度）

市民
・環境意識の向上
・環境管理の実践

・環境管理へのインセンティヴ
・市民の環境管理の促進の効率
性

・市民の環境意識

中央・地方
・中央・地方環境管理の関係の
強化

・地方分権化の推進
・環境行政に対する資金の流れ

・地方分権化の速度
・地方環境局の整備
・地方分権化

各アクター
間

・連携の強化
・連携の強化
・摩擦の軽減

日本への
作用

・日本の認知度向上
・産業交流の増加
・研究交流の増加

・産業界、学術界参加のインセ
ンティヴ

・環境センターと産業界、学術
界の連携
・非ODAの活用

国内援助
供給

システム

・国内援助供給システムの整備
（人選、国内支援委員会）

・アプローチの多様性
・他の途上国への応用性
・日本の援助供給体制
・民間活用制度

・関連省庁、実施機関の連携
・援助会合

・想定する専門家リソース、技
術

対
象
国
S
C
E
M
形
成
へ
の
環
境
セ
ン
タ
ー

・
ア

プ
ロ
ー

チ
の
作
用

日
本
の
環
境
O
D
A

と
非
O
D
A
協
力
の

発
展

　　　　  DAC5項目
評価視点

環境センター・アプ
ローチの総合評価
（プログラム評価）

2.3 方法論

3.3.環境センター・アプローチと途上環境センター・アプローチと途上

国における社会的環境管理国における社会的環境管理
能力の形成能力の形成
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